
 
 

事 務 連 絡 

平成２３年３月３０日 

 

 

地方厚生（支）局医療課    

 都道府県民生主管部（局） 

  国民健康保険主管課（部）      御中 

 都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

  後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進室 

 

 

 

平成 23年東北地方太平洋沖地震に伴う療養の給付費等の書面による請求について 

 

 

先日発生した東北地方太平洋沖地震により、電気通信回線の機能障害やレセプトコン

ピュータの故障等により、電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用い

た請求が行えない保険医療機関又は保険薬局が行う療養の給付費等の請求について、下

記の内容を改めて周知いたしますので、その適切な対応についてよろしくお願いします。 

 

記 

 

 先日発生した東北地方太平洋沖地震により、電気通信回線の機能障害やレセプトコン

ピュータの故障等により、電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用い

た請求が行えない場合の取扱いは、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に

関する省令（昭和 51年厚生省令第 36号）において、以下の旨が規定されている。 

  

①事前に書面による請求を行う旨を審査支払機関に届出を行う必要はなく、 

 ②療養の給付費等の請求時に届出を行い、 

 ③届出内容を確認できる資料は請求の事後に提出すればよい。 

 

 

  



 

 
（参 考） 

 

○ 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和 51年厚生省

令第 36号） 

 

附 則 

（療養の給付費等の請求に係る経過措置）  

第四条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第五条及び第六条並びに本条第一項、第二項及び第四項に規定するもののほか、

第一条の規定にかかわらず、保険医療機関又は保険薬局のうち、次の各号に掲げる

ものに該当する旨をあらかじめ審査支払機関に届け出たものは、それぞれ当該各号

に掲げる療養の給付費等の請求について、書面による請求を行うことができる。 

 一 電気通信回線設備の機能に障害が生じた保険医療機関又は保険薬局 当該障

害が生じている間に行う療養の給付費等の請求 

 二 レセプトコンピュータの販売又はリースの事業を行う者との間で光ディスク

等を用いた請求に係る設備の設置又はソフトウェアの導入に係る契約を締結し

ている保険医療機関又は保険薬局であって、当該設置又は導入に係る作業が完了

しておらず、療養の給付費等の請求の日までに光ディスク等を用いた請求ができ

ないもの 当該設置又は導入に係る作業が完了するまでの間に行う療養の給付

費等の請求 

 三・四 （略） 

 五 その他電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求を

行うことが特に困難な事情がある保険医療機関又は保険薬局 当該請求 

６ 保険医療機関又は保険薬局は、前項の届出を行う際、当該届出の内容を確認でき

る資料を添付するものとする。 

７ 保険医療機関又は保険薬局は、第五項第一号、第二号又は第五号に該当する旨の

届出を行うに当たり、当該届出をあらかじめ行えないことについてやむを得ない事

情がある場合には、当該届出に係る療養の給付費等の請求の日に当該届出を行うこ

とができる。この場合にあっては、前項の資料は当該療養の給付費等の請求の事後

において、速やかに審査支払機関に提出するものとする。 

 


